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議第55号 東濃西部広域ごみ焼却施設整備等審議会委員の報酬及び費用弁償に関す

る条例を制定するについて 

１ 制定趣旨 

 多治見市、瑞浪市及び土岐市（以下「関係市」という。）で共同設置する東濃

西部広域ごみ焼却施設整備等審議会における、委員の報酬及び費用弁償並びにそ

の支給方法その他必要な事項を定める。 

 ２ 主な制定内容 

(１) 委員の報酬の額は、日額12,000円を超えない範囲内において、関係市の市

長が協議して定める（第２条第１項関係）。 

(２) 委員の費用弁償の額は、関係市の常勤の職員に支給する旅費の額との権衡

を考慮して、関係市の市長が協議して定める（第２条第２項関係）。 

(３) 条例に定めるもののほか、委員の報酬及び費用弁償に関し必要な事項は、

関係市の市長が協議して定める（第３条関係）。 

 ３ 施行日 令和７年７月１日 

【政策の背景及び提案までの経緯(議会基本条例第13条第１号関係)】 

１ 令和３年４月に関係市で「一般廃棄物処理に係る相互支援協定」を締結した

ことを契機に、関係市の担当者間でごみ焼却施設広域化に関する情報交換を開

始。令和５年度には、東濃西部広域行政事務組合において、東濃西部広域ごみ

焼却施設整備に係る可能性調査（以下「調査」という。）を実施した。調査の結

果を受け、関係市がそれぞれ施設整備等を行うよりも、関係市が共同して新た

に施設整備等を行う方が環境面・財政面で効果的であると考え、ごみ焼却施設

整備等の広域化の検討を開始した。 

２ 令和６年８月に東濃西部広域行政事務組合が、東濃西部広域ごみ焼却施設整

備等に係る基本構想策定委員会を設置し、令和７年３月までに７回にわたって

広域化するごみ処理の範囲等について検討した。 

３ 関係市のごみ焼却施設整備等の検討をより迅速に進めるため、令和７年４月

から任意の協議会を設置し、その協議会において建設候補地の選定等のために

附属機関（審議会）を共同設置することについて、関係市が合意するに至った。 

【市民参加状況報告(市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係)】 

パブリック・コメント手続 

[案  件] 東濃西部広域ごみ焼却施設整備等審議会の設置について 

 [実施期間] 令和７年４月８日から同月30日まで 

 [寄せられた意見と市の回答] 提出された意見なし。 

 

議第56号 多治見市国民健康保険条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び主な改正内容 

保険料徴収の特例である仮算定制度を廃止し、本算定賦課方式（確定した所得

金額に保険料を賦課する方式）へ変更することにより、年度を通じた同一の保険

料額とし、もって被保険者への分かりやすさの向上及び保険料算定事務の効率化

を図るため、所要の改正を行う。 
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(１) 普通徴収の納期を７月から翌年３月までの月末とし、毎月の納期に納付す

べき保険料は、年額を９で除して得た額とする（第17条関係）。 

(２) 仮算定の根拠である保険料徴収の特例に関する規定を削除する（第18条関係）。 

２ 施行日 令和８年４月１日 

 

議第57号 多治見市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を

改正するについて 

 １ 改正趣旨及び改正内容 

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部を改正する政

令（令和６年政令第394号）が公布されたことを踏まえ、勤務年数35年以上の非

常勤消防団員の退職報償金の支給額の区分及び市独自の制度である加算基礎額に

ついて所要の改正を行う。 

(１) 勤務年数及び階級に応じて別表に掲げる額とする勤務年数の上限を、35年

未満から38年未満に改め、同表に新たに勤務年数35年以上38年未満の支給額の

区分を設ける（第２条及び別表関係）。 

(２) 勤務年数38年以上の者に対する加算について、階級ごとに加算基礎額を新

たに定める（第２条及び別表関係）。 

 ２ 施行日 公布の日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

       ※令和７年４月１日以後に退職した非常勤消防団員について適用する。 

 

議第58号 令和７年度多治見市一般会計補正予算（第１号） 

議第59号 令和７年度多治見市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

議第60号 令和７年度多治見市下水道事業会計補正予算（第１号） 

議第61号 令和７年度多治見市病院事業会計補正予算(第１号) 
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ち
パ

ー
ク

に
お

い
て

夏
季

期
間

の
多

治
見

市
民

の
利

用
料

金
を

一
部

助
成

す
る

こ
と

に
伴

う
委

託
料

の
増

額
※

　
財

源
：
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

（
令

和
６
年

度
の

寄
附

を
原

資
と

す
る

）

5
,0

0
0

5
,0

0
0

款
事

業
名

事
業

内
容

補
正

額

財
源

内
訳

番 号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
3

民
生

費
障

害
児

通
所

支
援

事
業

所
等

物
価

高
騰

支
援

事
業

費

市
内

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
等

に
対

す
る

物
価

高
騰

に
係

る
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

5
,0

0
0

5
,0

0
0

1
4

民
生

費
旧

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

関
係

費

令
和

６
年

３
月

に
閉

所
し

た
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
な

か
よ

し
を

建
物

付
き

公
売

を
実

施
す

る
た

め
の

境
界

確
定

及
び

分
筆

登
記

業
務

と
不

動
産

鑑
定

評
価

業
務

に
つ

い
て

、
登

記
委

託
料

単
価

の
改

定
及

び
駐

車
場

部
分

の
鑑

定
追

加
に

伴
う
委

託
料

の
増

額
※

　
継

続
費

の
補

正
あ

り

8
7
2

8
7
2

1
5

民
生

費
保

育
所

管
理

費

①
公

立
保

育
所

に
対

す
る

給
食

費
の

高
騰

に
伴

う
賄

材
料

費
の

増
額

 （
1

食
あ

た
り

3
1
.8

円
）
　

6
,9

6
9
千

円
②

指
定

管
理

園
（
2
園

）
に

対
す

る
給

食
費

の
食

材
高

騰
に

伴
い

賄
材

料
費

を
補

て
ん

す
る

た
め

の
補

助
金

の
追

加
（
1
食

あ
た

り
3
1
.8

円
）
　

1
,4

1
1

千
円

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

8
,3

8
0

8
,3

8
0

1
6

民
生

費
私

立
保

育
所

経
営

改
善

等
助

成
費

物
価

高
騰

対
策

に
係

る
私

立
保

育
所

等
へ

の
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）
2
,1

0
0

2
,1

0
0

1
7

民
生

費
生

活
保

護
総

務
事

務
費

生
活

扶
助

基
準

見
直

し
等

に
係

る
生

活
保

護
シ

ス
テ

ム
改

修
に

伴
う
委

託
料

の
増

額
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

1
,6

2
8

8
1
4

8
1
4

1
8

衛
生

費
物

価
高

騰
対

策
事

業
費

医
療

関
係

機
関

に
対

す
る

エ
ネ

ル
ギ

ー
価

格
高

騰
に

係
る

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

2
1
,8

0
0

2
1
,8

0
0

款
事

業
名

事
業

内
容

補
正

額

財
源

内
訳

番 号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
9

衛
生

費
予

防
接

種
費

新
型

コ
ロ

ナ
ワ

ク
チ

ン
予

防
接

種
委

託
に

つ
い

て
、

令
和

６
年

度
の

実
績

等
を

踏
ま

え
て

予
算

計
上

す
る

こ
と

に
伴

う
委

託
料

の
増

額
※

　
自

己
負

担
額

 5
,5

0
0
円

、
接

種
想

定
人

数
 6

,3
0
0
人

6
2
,6

8
5

6
2
,6

8
5

2
0

農
林

水
産

業
費

農
業

振
興

助
成

費

市
内

の
認

定
農

業
者

等
に

対
す

る
エ

ネ
ル

ギ
ー

等
高

騰
に

係
る

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

3
,5

1
0

3
,5

1
0

2
1

農
林

水
産

業
費

森
林

整
備

促
進

事
業

費

林
業

就
業

移
住

支
援

事
業

補
助

金
を

受
け

た
移

住
者

が
林

業
の

職
を

辞
し

た
こ

と
に

伴
う
県

補
助

分
の

返
還

金
の

追
加

①
過

年
度

返
還

金
　

9
0
0
千

円
※

　
令

和
６
年

度
３
月

補
正

で
２
人

分
計

上
し

、
令

和
６
年

度
中

に
本

市
へ

の
返

還
金

は
収

納
し

た
が

、
県

で
の

補
助

金
返

還
の

予
算

措
置

が
さ

れ
て

お
ら

ず
、

改
め

て
補

正
計

上
す

る
も

の
②

現
年

度
返

還
金

　
4
5
0
千

円
　

１
人

分
※

　
財

源
：
諸

収
入

（
返

還
金

）

1
,3

5
0

4
5
0

9
0
0

2
2

農
林

水
産

業
費

森
林

環
境

譲
与

税
基

金
積

立
金

林
業

就
業

移
住

支
援

事
業

補
助

金
返

還
に

伴
う
基

金
へ

の
積

立
金

の
増

額 ※
　

財
源

：
諸

収
入

（
返

還
金

）
1
5
0

1
5
0

2
3

商
工

費
陶

産
地

地
場

産
業

販
路

拡
張

対
策

費

Ｍ
ＩＮ

Ｏ
サ

ス
テ

ナ
ブ

ル
セ

ラ
ミ
ッ

ク
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
（
窯

業
の

環
境

負
荷

問
題

対
策

事
業

）
の

準
備

委
員

会
等

に
係

る
負

担
金

の
追

加
※

　
東

濃
西

部
広

域
行

政
事

務
組

合
へ

負
担

金
と

し
て

支
出

し
、

組
合

（
３
市

）
か

ら
準

備
委

員
会

に
支

出
※

　
財

源
：
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

（
令

和
６
年

度
の

寄
附

を
原

資
と

す
る

）

3
0
,0

0
0

3
0
,0

0
0

款
事

業
名

事
業

内
容

補
正

額

財
源

内
訳

番 号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

2
4

商
工

費
緊

急
経

済
対

策
関

係
費

①
中

小
の

貨
物

自
動

車
運

送
事

業
者

に
対

す
る

燃
料

高
騰

に
係

る
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
追

加
　

1
2
,0

0
0
千

円
②

市
内

に
製

造
所

の
あ

る
陶

磁
器

・
同

関
連

製
品

製
造

業
に

対
す

る
工

業
用

L
P
ガ

ス
価

格
高

騰
に

係
る

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
追

加
　

2
0
,0

0
0

千
円

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

3
2
,0

0
0

3
2
,0

0
0

2
5

商
工

費
観

光
宣

伝
事

業
費

ツ
ー

リ
ズ

ム
E
X

P
O

ジ
ャ

パ
ン

2
0
2
5
出

展
用

等
ノ

ベ
ル

テ
ィ

制
作

に
伴

う
委

託
料

の
増

額
※

　
財

源
：
寄

附
金

1
,0

0
0

1
,0

0
0

2
6

商
工

費
陶

磁
器

技
術

振
興

基
金

積
立

金

is
h
o
ke

n
陶

芸
ｽ
ﾀ
ｼ

ﾞｵ
運

営
に

係
る

令
和

６
年

度
の

寄
附

金
を

原
資

に
陶

磁
器

技
術

振
興

基
金

に
積

立
て

る
積

立
金

の
追

加
※

　
財

源
：
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

1
5
,7

0
0

1
5
,7

0
0

2
7

商
工

費
陶

芸
ス

タ
ジ

オ
運

営
事

業
費

令
和

６
年

度
の

寄
附

金
を

原
資

に
、

本
町

オ
リ
ベ

ス
ト
リ
ー

ト
近

隣
の

民
間

空
き

店
舗

を
陶

芸
ス

タ
ジ

オ
に

改
装

、
陶

磁
器

意
匠

研
究

所
卒

業
生

等
の

地
元

定
着

と
ア

ー
テ

ィ
ス

ト
の

生
ま

れ
る

街
を

目
指

し
市

内
で

作
陶

活
動

可
能

な
シ

ェ
ア

工
房

を
開

設
・
運

営
す

る
こ

と
に

伴
う
委

託
料

等
の

追
加

※
　

財
源

：
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

3
4
,3

1
2

3
4
,3

0
0

1
2

2
8

消
防

費
消

防
学

校
等

特
別

研
修

費
新

規
採

用
職

員
の

追
加

採
用

に
伴

う
総

合
教

育
（
初

任
教

育
救

急
科

）
へ

の
入

校
の

た
め

の
負

担
金

の
増

額
4
8
1

4
8
1

2
9

教
育

費
読

書
推

進
事

業
費

チ
ュ

ー
ス

ク
（
中

日
新

聞
ア

プ
リ
・
小

中
学

生
向

け
デ

ジ
タ

ル
ニ

ュ
ー

ス
）
に

つ
い

て
、

使
用

料
不

足
が

判
明

し
た

こ
と

に
よ

る
使

用
料

及
び

賃
借

料
の

増
額

2
4
0

2
4
0

3
0

教
育

費
清

流
の

国
ぎ

ふ
　

ふ
る

さ
と

魅
力

体
験

事
業

費

「
清

流
の

国
ぎ

ふ
　

ふ
る

さ
と

魅
力

体
験

事
業

」
と

し
て

県
内

の
文

化
施

設
に

お
い

て
芸

術
鑑

賞
や

体
験

学
習

を
行

う
際

の
バ

ス
借

り
上

げ
に

伴
う
使

用
料

及
び

賃
借

料
の

追
加

※
　

財
源

：
県

委
託

金

6
0
0

6
0
0

款
事

業
名

事
業

内
容

補
正

額

財
源

内
訳

番 号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

3
1

教
育

費
小

学
校

ＩＣ
Ｔ

整
備

事
業

費
県

と
県

内
教

育
委

員
会

が
共

同
で

利
用

し
て

い
る

校
務

支
援

シ
ス

テ
ム

の
更

新
等

に
伴

う
委

託
料

の
増

額
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

4
,4

5
8

1
,2

1
7

3
,2

4
1

3
2

教
育

費
中

学
校

ＩＣ
Ｔ

整
備

事
業

費
県

と
県

内
教

育
委

員
会

が
共

同
で

利
用

し
て

い
る

校
務

支
援

シ
ス

テ
ム

の
更

新
等

に
伴

う
委

託
料

の
増

額
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

2
,7

4
3

7
4
9

1
,9

9
4

3
3

教
育

費
人

権
教

育
総

合
推

進
地

域
事

業
費

笠
原

中
学

校
区

に
お

い
て

、
文

部
科

学
省

指
定

の
人

権
教

育
総

合
推

進
地

域
事

業
を

実
施

す
る

こ
と

に
伴

う
報

償
費

等
の

追
加

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

7
1
0

7
1
0

3
4

教
育

費
私

立
幼

稚
園

経
営

改
善

等
助

成
費

物
価

高
騰

対
策

に
係

る
私

立
幼

稚
園

へ
の

補
助

金
の

追
加

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）
8
0
0

8
0
0

3
5

教
育

費
体

育
施

設
整

備
費

多
治

見
運

動
公

園
へ

の
ネ

ー
ミ
ン

グ
ラ

イ
ツ

導
入

に
伴

う
備

品
購

入
費

の
増

額
※

　
財

源
：
諸

収
入

（
ネ

ー
ミ
ン

グ
ラ

イ
ツ

事
業

収
入

）
2
,3

1
0

2
,3

1
0

3
6

教
育

費
学

校
給

食
管

理
運

営
費

学
校

給
食

費
の

う
ち

、
急

激
に

価
格

が
高

騰
し

て
い

る
精

米
等

分
に

つ
い

て
公

費
負

担
を

行
う
こ

と
に

伴
う
負

担
金

の
増

額
※

　
１
食

あ
た

り
の

負
担

額
　

小
中

学
校

：
1
5
円

、
幼

稚
園

：
1
0
円

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

2
2
,5

7
3

2
0
,8

2
4

1
,7

4
9

3
7

教
育

費
食

育
セ

ン
タ

ー
施

設
整

備
費

食
育

セ
ン

タ
ー

機
械

室
蒸

気
ボ

イ
ラ

ー
の

給
水

ポ
ン

プ
を

取
り

換
え

る
こ

と
に

伴
う
修

繕
料

の
増

額
2
,2

7
7

2
,2

7
7

7
6
2
,4

5
2

5
7
9
,8

7
6

9
3
,7

8
1

8
8
,7

9
5

合
　

　
　

　
　

計
　

（
補

正
額

総
額

）

款
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報第５号 令和６年度多治見市一般会計継続費繰越計算書の報告について 

報第６号 令和６年度多治見市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について 

報第７号 令和６年度多治見市水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

報第８号 令和６年度多治見市下水道事業会計継続費繰越計算書の報告について 

報第９号 令和６年度多治見市下水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

（議案のとおり） 

 

議第62号 物品供給契約の締結について 

  １ 契約の目的  パイロットオフィス構築備品購入 

  ２ 契約の方法  指名競争入札 

  ３ 契約金額   一金 23,485,000円 

  ４ 契約の相手方 多治見市宝町３丁目97番地 

株式会社中川 

             代表取締役 中川 晃志 

【参考】 

入札の執行状況： 

   ・応札者数 ６者 

   ・落札率（落札金額／予定価格） 99.65％ 

   ・入札日 令和７年４月30日 

  事業概要： 

１ ＡＢＷ等の新しい働き方に対応したオフィスの構築に向けて、現在の本庁舎

４階企画部において先行して導入するために什器備品を調達するもの。 

２ 購入物件：執務机（40人分）、椅子（40人分）、個人ロッカー（40人分）、

ＷＥＢブース、ミーティングテーブル等 

   ３ 履行期間：契約日～令和７年９月30日 仮契約日 令和７年５月12日 

 

議第63号 物品供給契約の締結について 

１ 契約の目的  小中学校タブレット端末購入 

  ２ 契約の方法  随意契約 

  ３ 契約金額   一金 509,463,108円 

  ４ 契約の相手方  

教育産業・内田洋行共同企業体 

代表構成員 岐阜市市橋５丁目４－18 

教育産業株式会社 岐阜営業所 

所長 冨岡 宏伊 

構成員 名古屋市中区錦２丁目２番２号 名古屋丸紅ビル13Ｆ 

株式会社内田洋行 教育ＩＣＴ事業部 

西日本第１営業部長 中西 隆司 
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【参考】 

  随意契約理由： 

令和６年４月から、岐阜県教育委員会（以下「県」という。）及び県内27の市

町村教育委員会(組合を含む。)で、タブレット端末を共同調達するための協議

会（名称：岐阜県市町村等ＧＩＧＡスクール端末整備推進協議会）を立ち上げ、

仕様について協議をした。同年12月に県がプロポーザルによる審査会を実施し、

教育産業・内田洋行共同企業体を最優秀提案者として選定したことから同共同

企業体と随意契約を締結するもの。 

事業概要： 

１ 購入台数：8,378台（児童生徒分7,285台、予備分533台、教職員分560台） 

２ 購入物件：ｉＰａｄ、タッチペン、キーボード付きカバー、画面保護フィル

ム、マイク・ヘッドフォン接続アダプタ、端末管理ソフト 

３ 使用開始日：令和８年４月１日 

４ 履行期間：契約日～令和７年10月31日 仮契約日：令和７年５月12日 

 

議第64号 東濃西部広域ごみ焼却施設整備等審議会共同設置規約を定める協議について 

１ 制定趣旨 

 多治見市、瑞浪市及び土岐市（以下「関係市」という。）は、ごみ焼却施設を共同

して設置、運営及び維持管理することについて審議するため、地方自治法（昭和22年

法律第67号）第252条の７第１項の規定に基づき、同法第138条の４第３項に規定する

審議会を共同設置するに当たり、標記規約を定めることとする。 

 ２ 主な制定内容 

(１) 共同設置する審議会は、東濃西部広域ごみ焼却施設整備等審議会という（第２条関

係）。 

(２) 審議会の執務場所は、多治見市役所内とする（第４条関係）。 

(３) 審議会は、関係市の市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議する（第

５条関係）。 

ア 関係市が設置するごみ焼却施設の建設候補地に関すること。 

イ ごみ焼却施設の共同での設置、運営及び維持管理に関すること。 

ウ その他関係市が必要と認めること。 

(４) 委員の任免（第７条関係） 

ア 審議会の委員は、関係市の市長が指名する者及び関係市の市長が協議して定める

者について、多治見市長がこれを選任する。 

イ 多治見市長は、審議会の委員を解任する場合又は辞任の申出を承認する場合は、

あらかじめ瑞浪市長及び土岐市長と協議しなければならない。 

(５) 委員の任期は、令和７年７月１日から令和８年３月31日までとする（第８条関係）。 

(６) 経費の支弁の方法（第11条関係） 

ア 審議会の運営に要する経費は、関係市が負担する。 

イ アの規定により関係市が負担すべき額は、関係市の協議により定める負担割合に

よるものとする。 
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ウ 瑞浪市及び土岐市は、イの規定による負担金を、多治見市に納付しなければなら

ない。 

(７) 審議会に関する予算は、多治見市の一般会計の歳入歳出予算に計上するものとする

（第12条関係）。 

(８) 多治見市長は、審議会の委員の報酬及び費用弁償の額並びにその支給方法に関する

条例、規則その他の規程を制定し、又は改廃しようとする場合は、あらかじめ瑞浪市

長及び土岐市長と協議しなければならない（第15条関係）。 

(９) 審議会の庶務は、多治見市において行う（第16条関係）。 

 ３ 施行日 令和７年７月１日 

【市民参加状況報告(市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係)】 

パブリック・コメント手続 

[案  件] 東濃西部広域ごみ焼却施設整備等審議会の設置について 

 [実施期間] 令和７年４月８日から同月30日まで 

  [寄せられた意見と市の回答] 提出された意見なし。 

 

議第65号 第８次多治見市総合計画基本計画を変更するについて 

まちのにぎわいや地域経済の活性化、次代を担う人財の育成・定着を図るため、

総合計画基本計画を変更する。 

【変更前】 

政策の柱２ にぎわいを生み出すまちづくり 

 施策６ 観光振興 

 

  【変更後】 

政策の柱２ にぎわいを生み出すまちづくり 

 施策６ 観光振興 

施策７ 大学誘致 

 １ 笠原中学校跡地に大学を誘致します 企画政策課 

【市民参加状況報告（議会基本条例第13条第４号関係）】 

１ パブリック・コメント手続 

［案  件］ 総合計画及び財政向上指針の変更について 

 ［実施期間］ 令和７年３月７日から同年４月７日まで 

 ［寄せられた意見と市の回答］ 提出された意見なし。 

２ 多治見市事業評価委員会 

［案  件］ 第８次総合計画基本計画の変更（追加）について 

［期  日］ 令和７年３月28日 

［主な意見と市の回答］  

（意見の要旨）(１) 大学キャンパスの移転・開学は、地域経済に好影響

を与えるとともに、看護師や保育士の確保にとっても有

効である。 
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(２) 大学キャンパスには、どの程度の学生や教職員が集

まることとなるのか。  

(３) 大学キャンパスの移転・開学に当たっては、ハード

面（周辺環境（道路、交通、駐車場）の確認等）、受け入

れる地域と大学との関わり（地域経済の活性化、地域と

大学との事業等の連携）、開学に向けた支援（学生の住居

確保、学生の募集・就職に関すること）等の課題が考え

られる。今後、どのように対応するか。 

 （市 の 回 答）(１) 同様に考えている。 

(２) 現段階では、学生が600人余、教職員が170人余。大学

は、キャンパス移転を足掛かりに、学生の更なる確保を

目指しており、本市も連携・支援していく。 

(３) 庁内プロジェクトチームを立ち上げ、各種課題につ

いて全庁的に検討し、対応していく。 

 

議第66号 第８次多治見市総合計画基本計画を変更するについて 

子育て世帯への幅広い支援施策の一環として、市内に在住する中学生（義務教育

学校後期課程等に在籍する生徒を含む。）の給食費無償化の実施に向けて総合計画

基本計画事業を変更する。 

【変更前】 

政策の柱１ 子育て世代が選び、住み続けたくなるまちづくり 

 施策２ 出産前からの切れ目のない支援 

 ４ 給食費無償化を検討し、実施します 
食育推進課 

子ども支援課 

 

  【変更後】 

政策の柱１ 子育て世代が選び、住み続けたくなるまちづくり 

 施策２ 出産前からの切れ目のない支援 

 ４ 中学生の給食費を無償化します 食育推進課 

【市民参加状況報告（議会基本条例第13条第４号関係）】 

１ パブリック・コメント手続 

［案  件］ 中学生の給食費無償化に伴う総合計画基本計画事業の変更につ

いて 

 ［実施期間］ 令和７年３月13日から令和７年４月14日まで 

 ［主な意見と市の回答］ 提出された意見なし。 

２ 多治見市事業評価委員会 

［案  件］ 中学生の給食費無償化に伴う総合計画基本計画事業の変更につ

いて 

［期  日］ 令和７年３月28日 
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［主な意見と市の回答］  

（意見の要旨）(１) 給食費には人件費や光熱費等は含まれるか。 

(２) 食材は地元事業者から優先的に仕入れを行っているか。

また、地元事業者を優先することで食材料費が割高になら

ないか。 

(３) 本市の給食費は、他市と比べてどのようか。 

(４) 給食費に対する補助を各家庭に直接支給する場合、給

食費以外の目的に使用される懸念がある。 

(５) 無償化事業の対象者に、不登校の生徒も含まれるか。 

(６) 本市で学校給食の提供を受けていない生徒への補助対

象のうち、給食がある市外の中学校等の該当数はどのよう

か。 

(７) 令和７年度以降、市長マニフェストの子育て無償化３

事業（給食費、医療費及び保育料の３事業をいう。以下同

じ。）が実施されるが、財政面でのめどはどのようか。 

(８) おいしい給食が通学のモチベーションに繋がることも

あり、市が経済面で支援をすることは意義がある。 

（市 の 回 答）(１) 人件費や光熱費等は給食費には含まず公費負担である。 

(２) 地産地消の推進のため、可能な限り地元事業者から仕

入を行っている。食材料費の妥当性については様々な意見

があるが、本市の学校給食は手作りかつ良質な食材を使用

するよう努め、品質を落とさず、同程度の栄養価を得られ

る代替品を活用する等の工夫を行っている。 

(３) 本市は既に米価格高騰分（米価は食材費の高騰の中で

も最も価格高騰の幅が大きい。）を反映しているため、県

内では高い方である。 

(４) 給食費補助事業の目的を明確に周知し、支給方法につ

いても意見を伺いつつ、今後の制度設計を進めていく。 

(５) 不登校の生徒も対象とする。その他本市の学校給食の

提供を受けない生徒も対象とする。 

(６) 県立東濃特別支援学校中学部等が考えられるが、該当

数は限定的となる見込みである。 

(７) いずれの事業も市の財源からの支出を計画している。

なお、子育て無償化３事業の事業費を含む令和７年度から

令和10年度までの中期財政計画を令和７年３月に公表して

おり、財政判断指標については健全性を確保している。 

(８) 今後も手作りを大切にした安心・安全で魅力あるお

いしい給食を提供し、給食費無償化事業については第８次

総合計画に基づき進めていく。 
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報第10号 財政向上指針の変更の報告について 

第８次多治見市総合計画基本計画 政策の柱２ にぎわいを生み出すまちづくり  

施策７ 大学誘致の実施のため、地域振興基金の年間処分額の上限額について、

必要に応じて１億円を超えて取り崩すことができるものとする旨を追加する。 

【参考】 

４ 財政向上目標の達成に必要な事項 

(３) 基金の適正な管理 

  オ 地域振興基金 

   地域振興基金の年間処分額は、上限１億円とします。ただし、必要に応じ

て１億円を超えて取り崩すことができるものとします。 

 

 


